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資料 １

平成１７年度当初予算案のポイント

１ 平成１７年度予算編成の基本的考え方

◎本県財政を取り巻く環境

＜財政状況＞
・本県の財政状況は、大幅な県税収入の増加が見込めない中、公債費や社会保障
関係経費等の義務的経費は今後も増加するほか、施設やＩＴ関係の維持管理費
などの固定的な経費が大きく、将来にわたって大幅な財源不足が見込まれる大
変厳しい状況にある。

・こうした中でも、県民が期待する「社会の活力 「暮らしの安全 「誇りあるふ」 」
るさと」を岐阜県に実現するためには、まず強固な財政基盤を築くことが重要
であり、県政全般の『総点検』を通じ、早急に財政再建の道筋をうち立てる必
要がある。

＜本県の景気動向＞
・我が国の景気動向に陰りが見られる現状においては、本県景気は一部に改善の
傾向が見られるものの先行き予断を許さない状況にある。

◎当初予算編成の考え方

＜編成方針＞
・平成１７年度当初予算は、知事選後の時間的制約の一方、本県では県内経済に
占める県行政の割合が高く、県民生活や県経済への影響を考慮すると切れ目の
ない行政を展開する必要があるため、いわゆる『骨格的予算』として編成した
ところである。

＜編成内容＞
・人件費、公債費及び扶助費などの義務的経費は年間所要額を計上
・一般行政経費は、徹底的な経費の見直しに努めた上で年間所要額を計上
・普通建設事業は、当面の執行が円滑に行われるよう所要額を計上
・災害復旧事業は、年間所要額を計上
・公約のうち年度当初から取り組むべきものを計上

◎今後の補正の考え方

・当初予算に計上したもの以外の公約に係る事業等については、総点検作業も含
、 、 （ 「 」め今後十分な検討を行い 可能なものから 補正予算 いわゆる 肉付け予算

を含む）に織り込むこととする。



- 2 -

２ 平成１７年度一般会計予算案の概要

［１］予算規模

・ 骨格的予算」として編成したため、平成１７年度一般会計予算規模は、「
、 、 、 ． 。７ ５０１億円， と 前年度に比べて ４８６億円減 ６ １％減となっている

「 」・三位一体改革により都道府県に導入された 国民健康保険・財政調整交付金制度
を除く実質的な比較では、対前年度比６．８％の減となっている。

［２］歳入の状況

・県税収入は、製造業の業績好調等に伴う法人二税の増収などにより、全体として
対前年度比３．３％増の２，０２０億円と、３年ぶりの２，０００億円台回復を
見込んでいる。

・地方交付税は、対前年度比１．６％増の１，９０３億円を計上している。

・県債は、普通建設事業を抑制して計上したことや臨時財政対策債（赤字地方債）
の発行額が大幅に減少したことなどから、対前年度比１９．３％減の９２６億円
を計上している。

・基金繰入金は、対前年度比２４．５％減の１８８億円を計上している。

【歳入の状況】 （単位：億円、％）

項 目 平⑰予算額 平⑯予算額 伸 額 伸率構 成 構 成

２，０２０ 27.0 １，９５５ 24.5 ６５ 3.3県 税

１，９０３ 25.4 １，８７３ 23.5 ３０ 1.6地方交付税

９２６ 12.3 １，１４８ 14.4 ▲２２２ ▲19.3県 債

臨時財政対策債 ２６２ 3.5 ３４２ 4.3 ▲８０ ▲23.4

１，０００ 13.3 １，２４４ 15.6 ▲２４４ ▲19.6国庫支出金

１８８ 2.5 ２４９ 3.1 ▲６１ ▲24.5基金繰入金

１，４６４ 19.5 １，５１８ 18.9 ▲５４ ▲3.6その他収入

７，５０１ 100.0 ７，９８７ 100.0 ▲４８６ ▲6.1合 計
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［３］歳出の状況

・人件費は 「少人数学級導入に伴う教員の増員」や「治安強化対策としての警察、
官の増員」など重点分野に手厚く措置する一方、市町村合併進展による県組織見
直しやアウトソーシングの導入等により職員定数の削減を図るなど、総額で３７
億円減と対前年度比１．５％の減となっている。

・公債費は、過去の景気対策等のために発行した県債の償還が本格化しており、対
前年度比、４６億円増、４．４％増となっている。

・普通建設事業については、継続事業を中心に当面の執行が円滑に行われるように
計上（公共枠、県単枠ともに対前年度比約２０％減など）したことから、前年度
に比べて大幅に減少している。

、 、 。・その他の経費については 徹底的な経費の見直しを行い 所要額を計上している

【歳出の状況】 （単位：億円、％）

項 目 平⑰予算額 平⑯予算額 伸 額 伸率構 成 構 成

人件費 ２，４２３ 32.3 ２，４６０ 30.8 ▲３７ ▲1.5

知事部局 ３８６ 5.2 ３９５ 5.0 ▲９ ▲2.4

教育委員会 １，６７６ 22.3 １，７１０ 21.4 ▲３４ ▲2.0

警察本部 ３６１ 4.8 ３５５ 4.4 ６ 1.9

１，０８７ 14.5 １，０４１ 13.0 ４６ 4.4公債費

１，５７２ 21.0 １，９７９ 24.8 ▲４０７ ▲20.6普通建設事業

２，４１９ 32.2 ２，５０７ 31.4 ▲８８ ▲3.5その他

７，５０１ 100.0 ７，９８７ 100.0 ▲４８６ ▲6.1合 計
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３ 県政運営の基本方針と平成１７年度当初予算案

県民の目線で総点検、そして、活力・安心・自立の岐阜県へ

◎政策の総点検の実施

、 「 」 。・県民の目線で 全ての政策を点検する知事直轄の 政策総点検本部 を設置する

・徹底した「現場主義」と「対話重視」を柱に、さまざまな機会を通じて県民の声
をじっくりと聞きながら政策を『総点検』し、政策の発展・継続・縮小・廃止・
民間への移管などを明確にする。

・当初予算に計上したもの以外の公約に係る事業等については、総点検作業も含め
今後十分な検討を行い、可能なものから、補正予算（いわゆる「肉付け予算」を
含む）に織り込むこととする。

◎県政の重点施策

[１] 「活力」のある「元気あふれる岐阜県づくり」

地域の活力を生み出していく原動力は、その地域が持つ他に誇ることができ
る資源を有効に活用することから生まれるものであり、本県が持つ「恵まれ
た自然」と岐阜県の歴史に根ざした「匠の技」を生かした 「元気あふれる、
岐阜県づくり」を進めていく。

「安心」して暮らせる「人にやさしい岐阜県づくり」[２]

少子高齢化社会を迎え、県民が安心して、安全に暮らせることは、県民の共
通の願いであり、本県が持つ「たすけあいの心」と「いやされる地域性」を
生かした 「人にやさしい岐阜県づくり」を進めていく。、

「自立」した「誇りの持てる岐阜県づくり」[３]

経済・文化の国際化、地方分権の進展、情報社会の到来など、岐阜県を取り
巻く環境の変化に対応していくためには、地域が自立していくことが必要で
あり、地域固有の「魅力ある伝統や文化、歴史、自然」と「豊かな個性」を
活かした 「誇りの持てる岐阜県づくり」を進めていく。、




